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ABSTRACT 

  

本研究では、子どもの自己決定に関する保護者の認識の実態と、それに影響を及ぼす諸要因を

検討するため、A 県の保護者 83 名を対象に調査研究を実施した。主成分分析の結果として、自己

決定スキルの重要度、自己決定力、自己決定の支援の 3 成分が検証され、高い内的一貫性が示さ

れた。また、保護者は自己決定スキルの重要度に対する評価が高い傾向が見られたが、自己決定

の支援と自己決定力の評価の低さに課題がみられた。各成分に影響する要因として、「障害の程度」

は「自己決定力」への影響が示唆された。各成分得点の関係について、「自己決定の支援」は「自

己決定力」への影響が示唆され、家庭環境における「自己決定スキルの重要度」は「自己決定の支

援」への影響が示唆された。以上から、障害の程度に関わらずすべての子どもが自己決定の指導

と支援により自己決定力を向上できることを保護者に認識させることが重要である。家庭環境に

おける自己決定の支援を促進するため、保護者の自己決定スキルの重要度に注目する必要性が指

摘できる。また、自己決定の支援の促進や学校と家庭との連携などにより、子どもの自己決定力

の向上が期待できる。 
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Ⅰ．はじめに 

  

自己決定の概念は、米国において広く浸透してきている。1970 年代と 1980 年代初頭の自

己擁護運動(self-advocacy movements)を踏まえ、公営住宅法(Public Housing Act)が、自己

決定に言及した。リハビリテーション法(1992；1998)と障害者教育法 (Individuals with 

Disabilities Education Act)(1990；1997)では、自己決定が立法化された移行支援の主要な構

成要素となった(Wood, Karvonen, Test, Browder, & Algozzine, 2004)。1990 年代から障害者

教育において、自己決定の指導が最も重要な課題となっている(Wehmeyer, palmer, Agran, 

Mithaug, & Martin, 2000; Agran, Blanchard, & Wehmeyer, 2000)。多くの研究者は、自己

決定を教育の重要な目標として主張している (Halloran, 1993; Browder, Wood, Test, 

Karvonen, & Algozzine, 2001)。障害のある子どもは自己決定に関連するスキルや知識を学

ぶことにより、普通教育への参加を促進することができ(Palmer, Wehmeyer, Gipson, & 

Agran, 2004)、就学・就職の移行結果(Shogren, Plotner, Palmer, Wehmeyer, & Paek, 2014)、

自立生活(McGuire & McDonnell, 2008)、生活の質(Wehmeyer & Palmer, 2003)などの改善

にも関連している。 

日本では、20 年前から、米国を中心とした研究の影響を受けて、特別支援教育領域におい

て、自己決定の研究が徐々に報告されるようになった(田崎・小島, 2008; 手島, 2003)。そこ

で、松田・二階堂・福森(2007)は、自己決定が学習意欲を高める上で欠かすことのできない

要因であり、広く教育活動全般にわたりその意義を再認識する必要があることを指摘した。

また、学校教育場面における障害児を対象とした自己決定の指導は、色々な学習場面で取り

入られている(宮野・細谷, 2021)。文部科学省(2022)では、子どもの個性の伸長を図りながら、

社会的な資質や能力・態度を育成するために、自己決定の場を与え、学校教育における自己

決定に関する指導を促進することが示唆されている。多くの研究者は、自己決定の重要性を

認識し、自己決定の促進に関わる課題を検討する必要性を指摘した。 

障害のある子どもの自己決定力の促進において重要な役割を担うのは、保護者である。保

護者が自己決定スキルの重要性を認識しているかどうかが、障害のある子どもの自己決定力

に影響を及ぼすことが明らかになっている (Carter, Lane, Cooney, Weir, Moss, & 

Machalicek, 2013; 田崎・小島, 2008)。保護者が自己決定スキルの重要性をより認識すると、

家庭環境における自己決定の支援をより多く提供することが明らかになっている(Alrabiah, 

2021)。また、自己決定の支援は障害者の自己決定の促進の重要な課題であり、保護者が家庭

環境において障害のある子どもに自己決定の支援を提供することで、子どもは自己決定力を

高めることが明らかになっている(Deci & Ryan, 2008)。遠藤(2017)は、知的障害及び自閉ス

ペクトラム症(以下、ASD)の子どもは、抽象的概念の理解が難しく、自己決定は困難であるこ

とを指摘した。そのため、保護者は障害のある子どもの自己決定を尊重しながらそれを支援

することが示唆されている(沖倉, 2012; 遠藤, 2017)。一方、他の障害のある子どもと比べて、

知的障害や ASD の子どもの自己決定力に対する保護者の評価は、低い傾向が示された

(Carter et al., 2013; Wehmeyer & Garner, 2003)。子どもの自己決定力の過小評価は、保護

者の自己決定スキルの重要性の評価と自己決定の支援の提供に影響を与えることが明らかに

なった(Carter, Owens, Trainor, Sun, & Swedeen, 2009)。つまり、障害のある子どもの自己

決定力を促進するため、自己決定力の重要性に関する保護者の認識、家庭環境における自己

決定の支援の提供状況と子どもの自己決定力に対する保護者の評価を検討する必要があると
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考える。 

障害のある子どもの自己決定に関する保護者の認識は、多くの要因によって影響を受ける

(Shogren, 2011; Wehmeyer, Abery, Zhang, Ward, Willis, Hossain et al., 2011)。これまでの

先行研究により、保護者の自己決定の認識に影響を与える要因には、3 つの「レベル」があ

り、子どもの個人要因、保護者の要因と学校の要因である。 

1 点目、子どもの個人要因について、障害の程度や生活年齢などがある。まず、障害の程度

について、子どもの障害が重くなるほど自己決定の支援が必要となり、周囲の者にとって手

間がかかり、負担感があることが指摘されている(遠藤・大川, 2004)。特に重度障害、知的障

害及び ASD のある子どもの保護者は、子どもの自己決定力の習得に困難があり、自己決定ス

キルの重要度への評価がやや低く、家庭環境において自己決定の機会と支援の設定は少ない

(Carter et al., 2009; Carter et al., 2013)。また、子どもの自己決定スキルの重要性と自己決

定力に対する保護者の評価は、子どもの生活年齢によって影響を受け、年齢が上がると保護

者の評価が高くなっている(Shogren, 2011; Carter et al., 2013)。 

2 点目、保護者の要因について、養育スタイルなどがある。Wehmeyer et al. (2011)は、保

護者の養育スタイルが、文化によって大きな違いがあることを指摘した。例えば、欧米の保

護者と比べて、アジアの保護者は、年上を敬う文化の教育を重視する傾向がある(Chao, 1996; 

Chen, Wang, Chen, & Liu, 2002)。しかしながら、養育スタイルを自己決定を促進するもの

または制限するものとして語ることは適切ではない。なぜなら、その文脈での「自己決定」

とはおそらく育児スタイルと同様に多様である(Wehmeyer et al., 2011)。これらのことから、

多様な文化背景において自己決定に関する保護者の認識を検討することが示唆されている。 

3 点目、学校の要因としては、子どもの教育環境(特別支援学校、特別支援学級、通常学級)

などがある。Carter et al. (2013)は、障害のある子どもの自己決定力に対する保護者の評価

が、教育環境から影響を受け、通常教育環境で教育を受けている子どもは、特別支援環境で

教育を受けている子どもより、自己決定力への保護者の評価が高いことが示された。しかし

ながら、Shogren, Wehmeyer, Palmer, Soukup, Little, Garner et al. (2007)と Zhang (2001)

は、教育環境が子どもの自己決定力に影響を与えるかについて、複雑であり、不確実である

ことを強調した。これらのことから、教育環境が子どもの自己決定力への保護者の評価に影

響を与えるのかについてより詳しく検討することが必要であると考えられる。 

一方、知的障害や ASD の子どもの自己決定力を育むため、保護者が重要な役割を担ってい

るが、広く注目されていない現状がある(Zhang, Landmark, Grenwelge, & Montoya, 2010; 

田崎・小島, 2008)。障害のある子どもの自己決定力の促進を検討する研究は、ほとんど学校

と教員に焦点を当てている(Carter, Lane, Pierson, & Stang, 2008; Cho, Wehmeyer, & 

Kingston, 2011)。その理由として、開発された自己決定のカリキュラムは学校環境における

自己決定の指導と支援方法として広がったため、保護者は子どもの自己決定力の育成を学校

や教員の責任として考えて、自己決定の指導と支援が提供されていない現状がある(Zhang et 

al., 2010）。しかしながら、保護者は子どもの家庭生活、社会生活や地域生活などを観察でき、

自己決定力の促進に対する独自な認識がある(Carter et al., 2009; Grigal, Neubert, Moon & 

Graham, 2003)。これらのことから、自己決定を多様な視点で検討することが示唆され、自

己決定に関する保護者の認識を明らかにする必要がある(Zhang, 2006; Zhang, Wehmeyer & 

Chen, 2005)。 

以上のことを踏まえて、障害のある子どもの自己決定に関する保護者の認識を測る尺度も
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開発されつつある。1994 年、米国研究学会(The American Institutes for Research; AIR)と

コロンビア大学(Columbia University)は、障害のある子どもの保護者を対象に、障害のある

子どもの自己決定力と自己決定の支援の二つのレベルから子どもの自己決定の状況を測定す

るAIR自己決定尺度を開発した(Wolman, Campeau, Dubois, Mithaug, & Stolarski, 1994)。

また、自己決定スキルの重要度の評価について、Wehmeyer et al. (2000)と Carter et al. 

(2013)は、①選択スキル、②意思決定のスキル、③問題解決のスキル、④目標設定・達成スキ

ル、⑤自己管理・自己調整のスキル、⑥自己擁護のスキル、⑦自己効力スキル、⑧自己意識

と自己認識スキル、という８つのスキルから、障害のある子どもの保護者の自己決定スキル

の重要度の評定を求めた。 

本研究が知的障害と ASD のある子どもの保護者を対象とする理由は、まず、これまでの自

己決定に関する研究は、学校教育に焦点を当てており、障害のある子どもの自己決定に関す

る保護者の認識、家庭環境において、どこまで自己決定のスキルを重視しているか、どの程

度自己決定の支援を提供しているか、子どもの自己決定力への評価について言及した調査研

究は非常に少ない(田崎・小島, 2008；渡辺・笠原, 2012)。また、多くの実践研究により、自

己決定の促進は障害のある子どもに不可欠のものとなっている(Cobb, Lehmann, Newman-

Gonchar, & Alwell, 2009)。そこで、子どもの自己決定が注目されているが、知的障害及び

ASD のある子どもの自己決定力を検討する研究はまだ少ない(Carter et al., 2013)。最後に、

保護者は、他の障害のある子どもと比べて知的障害及び ASD のある子どもが自己決定に関

する知識が乏しく、自己決定力が低下しており、自己決定に関する指導を受けても効果が少

ないと報告した(Carter et al., 2009)。したがって、日本における知的障害及び ASD のある

子どもの自己決定に関する保護者の認識を検討する。 

以上の議論から、本研究の目的は以下の 4 点とする。第 1 に、自己決定スキルの重要度の

評定と AIR 自己決定尺度について、サンプル全体を対象に、各尺度の構成を検討する。第 2

に、知的障害及び ASD のある子どもの自己決定に関する保護者の認識の客観的な実態を検

討する。第 3 に、保護者の自己決定の認識に影響を与える要因について、子どもの障害程度、

生活年齢、教育環境の要因の影響を探索的に検討する。第 4 に、保護者の自己決定の認識の

各成分得点の関係を探索的に検討する。 

 

Ⅱ．方法 

 

1. 調査対象 

 A 県自閉症協会、手をつなぐ育成会、民間指導機関に所属する、学齢期の子どもをもつ保

護者 140 名のうち、すべての質問項目に回答した 83 名（回収率 59.3％）を有効回答とした。 

 

2. 調査手続き 

2021 年 1 月から 3 月に調査を行った。保護者に対しては、A 県自閉症協会、手をつなぐ育

成会、民間指導機関の会長を通じて、学齢期の知的障害及び ASD の子どもがいる会員に質問

紙を郵送した。1 ヶ月以内に回答し、返送するよう依頼した。一部ではオンラインアンケー

トの QR コードを送付した。 

 

3．調査内容 
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 知的障害及び ASD のある子どもの保護者の自己決定に関する意識を調べるため、「基本情

報」、「自己決定スキルの重要度」、「家庭生活場面における自己決定力」、「家庭生活場面にお

ける自己決定の状況」について回答を求めた。 

(1) 「基本情報」について 

 保護者の性別、年齢、子どもの年齢、性別、就学先、学年、在籍学級、療育手帳の取得に

関する回答を求めた。 

(2) 「自己決定スキルの重要度」について 

調査項目は 8 項目である。選択スキルや意思決定スキルなどの自己決定のスキル

(Wehmeyer et al., 2000; Carter et al., 2013)に対して、保護者がそのスキルについてどの程

度重要と考えているかを評価した。重要度の評定では、「1：全く重要ではない」から「5：と

ても重要」の 5 件法により評定を求めた。得点の高さは、自己決定スキルの重要度に対する

保護者の評価の高さを意味する。 

(3) 「家庭生活場面における自己決定力」について 

調査項目は 6 項目である。自己決定力については、AIR 自己決定尺度(Wolman et al., 1994)

を日本語に訳して、子どもの自己決定力に対する評価を求めた。「自分のニーズ、好み、得意

なことを知っている」や「自分の欲求やニーズを満たすため、自分で目標を設定する」など

を項目として設定した。評定では、「1：全くない」から「5：いつもある」の 5 件法により評

定を求めた。得点の高さは、子どもの自己決定力に対する保護者の評価の高さを意味する。 

(4) 「家庭生活場面における自己決定の支援」について 

調査項目は 6 項目である。自己決定の状況については、AIR 自己決定尺度(Wolman et al., 

1994)を日本語に訳して、家庭における子どもの自己決定の環境に対する評価を求めた。「子

どもが自分のニーズや得意なことについて話す時、家族は皆耳を傾けている」や「子どもに、

自分で目標を設定すると、ニーズを満たしたり、欲しいものが得られたりすることを伝えて

いる」などを項目として設定した。評定では、「1：全くない」から「5：いつもある」の 5 件

法により評定を求めた。得点の高さは、自己決定の支援の多さを意味する。 

(5) 日本語訳の作成 

 本研究で使用した AIR 自己決定尺度の日本語の作成は、以下の手順で進めた。原版との概

念的等価性を担保するために、本研究は、まず、AIR は、著者によって独立して順翻訳され

た。そして、職業翻訳者による逆翻訳を実施し、意味合いの違いがないことの確認を受けた。

また、本研究の対象は保護者であるため、対象障害者機関の責任者にアンケート調査の項目

を送られ、項目の適切さに関する意見を踏まえ再修正した。 

 

4. 分析手続き 

まず、本研究の調査項目は、すべて順序付きカテゴリデータであるため、因子分析を適用

することはできない(松尾・中村, 2002)。また、因子分析は正規分布に従うデータに適用とな

るパラメトリック法であるため(対馬, 2010)、因子分析を適用する前提として正規分布の確認

が不可避となる。しかしながら、本研究の保護者は、「自己決定スキルの重要度」に『やや重

要』または『とても重要』と回答する割合が高いため、正規分布でないことが示されている。

これらのことから、自己決定に関する保護者の認識の構造を検証するために、主成分分析を

行った。分析モデルの適切さは固有値と寄与率の状況から決定した。適合度の評価にはクロ

ンバック α 係数を参考とした(石村・加藤・石村, 2011)。そして、各成分の平均値と標準偏差
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を算出し、自己決定に関する保護者の認識の状況について検討した。 

また、子どもの障害程度、教育環境と生活年齢は、保護者の自己決定の認識に影響を及ぼ

すのかについて明らかにするため、療育手帳の取得状況により、子どもの障害程度を最重度

及び重度・中軽度の 2 群に分け、子どもの教育環境を特別支援学校と通常学校(特別支援学級、

通常学級)の 2 群に分け、子どもの生活年齢を小学校・中学校・高等学校の 3 段階に分け、検

定を行った。具体的には、第 1 に、マンホイットニーU 検定を用いて、子どもの障害程度と

教育環境は、「自己決定スキルの重要度」に影響を及ぼすかについて検討した。第 2 に、スピ

アマンの順位相関係数検定を用いて、子どもの生活年齢は、「自己決定スキルの重要度」に影

響を及ぼすかについて検討した。第 3 に、対応のない t 検定を用いて、子どもの障害程度と

教育環境は、「自己決定力」に影響を及ぼすかについて検討した。第 4 に、対応のない t 検定

を用いて、子どもの障害程度と教育環境は、「自己決定の支援」に影響を及ぼすかについて検

討した。第 5 に、一元配置分散分析を用いて、子どもの生活年齢は、「自己決定力」と「自己

決定の支援」に影響を及ぼすかについて検討した。 

最後に、「自己決定力」と「自己決定の支援」との相関関係を明らかにするために、重回帰

分析を行った。「自己決定スキルの重要度」と「自己決定の支援」、「自己決定スキルの重要度」

と「自己決定力」との関係性を明らかにするため、スピアマンの順位相関係数検定を行った。

まお、これらの統計解析は SPSS バージョン 26 を用いた。 

 

5. 倫理的配慮 

 本研究の実施は、研究開始時における著者の所属機関の研究倫理委員会の承認を得て行わ

れた(承認番号：20210150)。調査依頼文中に、回収した質問紙は研究に関する目的のみに利

用すること、学校名、個人名が特定されないように利用する文章を添付し、質問紙の回答を

もって調査協力の同意を得たものとした。 

 

Ⅲ．結果 

 

1．回答者の属性 

 保護者の性別は女性 77 名、男性 6 名で、年齢は 40 代 43 名、50 代 18 名であった。子ど

もの就学先は、小学校 31 名、中学校 13 名、高等学校 4 名、特別支援学校の小学部 5 名、中

学部 4 名、高等部 26 名であった。一般の学校に就学している子どもの在籍学級については、

通常学級 7 名、特別支援学級 41 名であった。療育手帳の取得状況については、最重度が１

名、重度が 23 名、中度が 13 名、軽度が 22 名、回答なしが 24 名であった。 

 

2．自己決定に関する保護者の認識の構成 

 まず、「自己決定スキルの重要度」の 8 項目について、サンプル全体（n = 83）で主成分分

析を行い、自己決定スキルの重要度の指標として、第１主成分得点を以降の分析に使用した

(固有値の減衰状況：4.56, 0.95, 0.73…、第 1 主成分の説明率：56.97%)(表 1)。 

 次に、「家庭生活場面における自己決定の状況」の 6 項目について、サンプル全体（n = 83）

で主成分分析を行い、自己決定の支援の指標として、第１主成分得点を以降の分析に使用し

た(固有値の減衰状況：3.08, 0.93, 0.82…、第 1 主成分の説明率：51.35%)(表 2)。 

 最後に、「子どもの自己決定の技能の状況」の 6 項目について、サンプル全体（n = 83）で
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主成分分析を行い、子どもの自己決定力の指標として、第１主成分得点を以降の分析に使用

した(固有値の減衰状況：4.03, 0.78, 0.38…、第 1 主成分の説明率：67.17%)(表 3)。各調査項

目について、主成分分析とクロンバックα係数の値を算出した。調査項目ごとに、クロンバ

ックα係数の値は 0.80 以上で基準値を満たしており、今回の回答結果は内的一貫性が高いと

判断された(松井, 2010)。 

 

表 1 自己決定の重要度の主成分分析の結果 

項目名 共通性 第 1 主成分 M SD 

4 目標設定・達成 .678 .824 4.205 .838 

3 問題解決 .648 .805 4.157 .848 

7 自己管理・自己調整 .631 .794 4.024 .897 

2 意思決定 .596 .772 4.157 .890 

8 自己意識・自己認識 .572 .756 4.024 .962 

6 自己効力 .558 .747 4.361 .774 

1 選択 .439 .663 4.361 .878 

5 自己擁護 .436 .660 4.373 .760 

第Ⅰ主成分固有値 4.558 

寄与率 56.972 

クロンバック α 係数 .890 

 

 

表 2 自己決定の支援の主成分分析の結果 

項目名 共通性 第 1 主成分 M SD 

2 子どもに，自分で目標を設定すると，ニーズを満たし

たり，欲しいものが得られたりすることを伝えている． 
.646 .803 3.771 .954 

6 子どもが目標を達成するために計画を変えたい時，家

族の皆が理解・応援する． 
.628 .792 3.675 1.094 

5 子どもが目標を達成しようとする時，家族がいつも行

動の結果をフィードバックしている． 
.602 .776 3.144 1.106 

3 子どもは，自分の目標を達成するために計画を立てて

いる． 
.452 .672 2.482 1.119 

4 家にいる時，子どもは計画通りに行動できている． .437 .661 2.590 1.169 

1 子どもが自分のニーズや得意なことについて話す時，

家族は皆耳を傾けている． 
.317 .563 4.060 .902 

第Ⅰ主成分固有値  3.081 

寄与率  51.354 

クロンバック α 係数  .805 
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表 3 子どもの自己決定力の主成分分析の結果 

項目名 共通性 第 1 主成分 M SD 

4 自分の目標を早めに達成するために，計画に取り組

み始める． 
775 .880 2.325 1.106 

3 一人で目標を達成する方法を知っている． .765 .875 2.253 1.103 

5 自分の計画通り行動した後，自分の進捗状況を確認

できる． 
.757 .870 2.229 1.074 

2 自分の欲求やニーズを満たすため，自分で目標を設

定できる． 
.751 .867 2.614 1.102 

6 計画がうまくいかない場合，目標を達成するために

別の計画を試みる． 
.672 .820 2.108 .950 

1 自分のニーズ，好み，得意なことを知っている． .310 .557 3.530 1.052 

第Ⅰ主成分固有値 4.030 

寄与率 67.173 

クロンバック α 係数 .898 

 

 

3．自己決定に関する保護者の認識の状況 

主成分分析の結果を踏まえて、自己決定スキルの重要度への保護者の評価が高い傾向が示

された(M = 4.21, SD = .645)。しかしながら、自己決定の支援に関しては、十分に提供され

ていないことが明らかになった(M = 3.29, SD = .756)。また、自己決定力については、保護

者が子どもの自己決定力を低いと考えていることが明らかになった(M = 2.510, SD = .867)。 

 

4．保護者の自己決定の認識に影響を及ぼす要因 

まず、「自己決定スキルの重要度」と「障害の程度」、「自己決定スキルの重要度」と「教育

環境」との関連性を明らかにするため、マンホイットニーU 検定を行った。その結果、「障害

の程度」(Z = .217, p > .05, n.s.)と「教育環境」(Z = .573, p > .05, n.s.)ともに、すべての群間

について有意差は認められなかった。 

また、「自己決定スキルの重要度」と「子どもの生活年齢」との関連性を明らかにするため、

スピアマンの順位相関係数検定を行った。その結果、「子どもの生活年齢」(ρ = -.063, p > .05, 

n.s.)は、すべての群間について有意差は認められなかった。 

次に、「自己決定力」を従属変数として用い、「障害の程度」と「教育環境」を独立変数と

して対応のない t 検定を行った結果、まず、「自己決定力」の平均値について、「障害の程度」

の差があるかを検討したところ、標本平均の差は-.497 (95% Cl :-.978〜-.016)であり、有意差

が得られた(t (57) = -2.070, p < .05)。したがって、最重度・重度障害のある子どもより中軽

度障害のある子どもの方が自己決定力が高いことが示された。また、「自己決定力」の平均値

について、「教育環境」の差があるかを検討したところ、標本平均の差は.220 (95% Cl :-.307

〜.568)であり、有意差が得られなかった(t (81) = .593, p > .05)。 

また、「自己決定の支援」を従属変数として用い、「障害の程度」と「教育環境」を独立変

数として対応のない t 検定を行った結果、まず、「自己決定の支援」の平均値について、「障

害の程度」の差があるかを検討したところ、標本平均の差は-.039 (95% Cl :-.361〜.440)であ

り、有意差が得られなかった(t (57) = .198, p > .05, n.s.)。また、「自己決定の支援」の平均値

について、「教育環境」の差があるかを検討したところ、標本平均の差は.188 (95% Cl :-.743

〜.003)であり、有意差が得られなかった(t (81) = -1.972, p > .05, n.s.)。 
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最後に、子どもの生活年齢によって、一元配置分散分析を行った。調査対象となった 3 つ

の「自己決定力」、「自己決定の支援」の違いについて検討するため、各下位尺度得点の平均

値が生活年齢によって有意に異なるかを分散分析により検討することにした。生活年齢別に

平均値と標準偏差を整理した(表 4)。まず、保護者の「自己決定の支援」(F (2, 80) = 2.269, 

n.s.)については、一要因被験者間分散分析の結果、有意な差が得られなかった。「自己決定力」

については、分散の同質性が満たされなかったため、クラスカルウォリスの検定を実施した。

その結果、5％水準で有意な差が見られなかった。 

 

表 4 自己決定力・自己決定の支援の平均値と標準偏差 

  小学校段階 中学校段階 高等学校段階 

自己決定力 
M 2.347 2.696 2.600 

SD .673 .852 1.056 

自己決定の支援 
M 3.213 3.059 3.506 

SD .658 .604 .898 

 

 

5．保護者の自己決定の認識の各成分得点の関係 

まず、「自己決定力」、「自己決定の支援」の相関関係を明らかにするために、重回帰分析を

行った。「自己決定力」を従属変数、「自己決定の支援」を独立変数とする重回帰分析を行っ

た(表 5)。その結果、「自己決定の支援」の偏回帰係数は有意であった(𝛽̂1 = 0.546 (95％ CI : 

0.323〜0.769), 𝛽̂2
∗ = .476, p < .01)。したがって、自己決定力については、保護者が自己決定

の支援をより多く提供すると、子どもの自己決定力が高くなることが示された。 

また、「自己決定スキルの重要度」と「自己決定の支援」、「自己決定スキルの重要度」と「自

己決定力」との関係性を明らかにするため、スピアマンの順位相関係数検定を行った。その

結果、「自己決定力」の相関係数は有意でなかった(ρ = .206, p > .05, n.s.)。一方、「自己決

定の支援」の相関係数は有意であった(ρ = .227, p < .05)。したがって、自己決定の支援につ

いては、保護者が自己決定スキルをより重視すると、自己決定の支援の提供が多くなること

が示された。 

 

表 5 重回帰分析の結果 

 偏回帰係数 標準誤差 t 
95％信頼区間 

標準偏回帰係数 
下限 上限 

自己決定の支援 0.546** 0.112 4.868 0.323 0.769 0.476 

R2 = .226       

Adj R2 = .217       

** p < .01       

 

 

 

 



DOI: 10.20744/incleedu.12.0_46 

Journal of Inclusive Education, VOL.12 46-61 

 

 

 

55 

Ⅳ．考察 

 

1．自己決定に関する保護者の認識の実態 

本研究では、自己決定スキルの重要度に対する保護者の評価が高い傾向にあったが、家庭

環境における自己決定の支援の提供は十分とは言えず、子どもの自己決定力に対する保護者

の評価は低い現状が示されている。以上のことから、近年、特別支援教育領域では、自己決

定に関する研究の増加傾向が顕著になっており(宮野・細谷, 2021; 西村・金木・長谷川・能

登・辻・小島ら, 2023)、保護者は自己決定のスキルの重要性を認識した。しかしながら、こ

れまでの自己決定に関する指導や支援方法が学校に焦点を当てて開発されているため、保護

者は自己決定の支援を提供する方法がわからず、家庭における自己決定の支援の提供に不安

がある。また、保護者の自己決定スキルの重要度評価と、子どもがそのスキルをどこまで把

握できるかとの間に、顕著な差が生じたことが明らかになった。障害のある子どもの保護者

を対象とした他の研究でも同様な結果が報告されており、自分の子どもの自己決定力を優れ

ていると評価する保護者が少なかった(Carter et al., 2013)。最後に、本研究では、障害のあ

る子どもの自己決定に関する保護者の認識は、多くの要因によって影響を受けることが明ら

かになった。以下では、この影響要因を検討した。 

 

2．保護者の自己決定の認識に影響を及ぼす要因 

 保護者の自己決定の認識に影響を与える要因について、おおむね想定された関係が示され、

子どもの障害の程度は自己決定力に対する保護者の評価に影響された。また、保護者は自己

決定の支援をより多く提供すると、子どもの自己決定力への評価も高くなること、自己決定

のスキルの重要度が高くなると、家庭環境における自己決定の支援が増加することが示され

た。しかしながら、子どもの生活年齢は保護者の自己決定の認識につながることが示されて

いない。以下、結果に基づいて考察する。 

(1)障害の程度の影響：前述のように、障害の程度は、子どもの自己決定力に対する保護者の

評価に影響を与えた。具体的には、最重度・重度の知的障害及び ASD の子どもより中軽度の

方が保護者の自己決定力への評価が高いことが明らかになった。それは、知的障害及び ASD

のある子どもの自己決定が、彼ら自身にとって危険な結果をもたらし、幸福追求につながら

ないとするパターナリズムからの見解をあげることできる(小林, 2000)。特に、重度知的障害

及び ASD の場合は、自己決定はできないとして、主体性が認められなかった歴史の背景があ

る(長濱, 2021)。しかしながら、多くの実践研究により、知的障害及び ASD のある子どもに

適切な支援を提供すると、彼らの自己決定力を向上させることができる(Wehmeyer & 

Schwartz, 1998)。また、「自己決定」に対する保護者の理解には誤解が存在していると考え

られる。「自己決定」する「自己」は決して他者干渉のない純粋な「自己」ではなく、環境と

の相互作用により成立している「自己」による決定である(米本, 2018)。つまり、障害のある

子どもの自己決定は必要に応じて他者からの支援を受けて決定することが可能である。また、

小松(2004)は、「自己決定を他者との複雑な網の目の中で行われるものとして純粋な自己決定

はない」と指摘した。すなわち、重度の知的障害及び ASD の子どもであっても、代理決定と

いう形で支援を受けながら、「自己決定」を行う生活スタイルに変化できる(長濱, 2021)。以

上のことから、家庭環境における自己決定を促進する前に、学校は自己決定の指導に関する

情報を保護者と共有し、障害に関わらずすべての子どもが自己決定の指導と支援により自己
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決定力を向上できることを保護者に認識させることが重要であると考えられる。 

(2)自己決定の支援の影響：保護者が家庭環境における自己決定の支援をより多く提供すると、

子どもの自己決定力への評価も高くなることが示された。自己決定の支援が増えるほど、子

どもの自己決定力を高めることが期待できるが(Deci & Ryan, 2008; 渡辺・笠原, 2012)、保

護者は自己決定の支援の提供が不十分であるため、自己決定力に対する保護者の評価が低く

なった。また、保護者は自己決定の支援の提供に努めているが、支援を円滑に行えることや

支援から効果を得られることなどに対する自信を持っていないため、支援を提供しても子ど

もの自己決定力を高めることに効果がないと報告した(Carter et al., 2013)。家庭環境は自己

決定力を育てるための最も影響力のある環境と言える(Brotherson, Cook, Erwin, & Weigel, 

2008)。家庭環境において、子どもに選択肢を用意し、自己決定の機会を設けることは、自己

決定の基盤となることが指摘されている(Abery & Stancliffe, 2003; Wehmeyer, 2005)。そこ

で、まず、保護者は家庭環境において自己決定の支援を提供する重要性を認識することが大

切である。また、保護者は日常生活の様々な場面を利用して、子どもの好みや興味に応じて

選択肢を用意し、自己決定の機会を設け、子どもの考えをよく聞くことや子どもの決定を応

援することなどにより、彼らの自主性を大事にしながら、自己決定できるように支援を提供

することが不可欠であると考えられる。また、保護者の不安を解消し、障害のある子どもの

自己決定力を高めるため、保護者に自己決定の支援の提供方法を紹介するだけでなく、支援

の有効性を検証する必要があると考えられる。 

(3)自己決定スキルの重要度の影響：保護者の自己決定スキルの重要度が高くなると、家庭環

境における自己決定の支援が増加することが示された。自己決定スキルの重要度を認識する

ことが、家庭環境における障害のある子どもの自己決定を支援する重要な第一歩となる

(Carter et al., 2013; Doren, Gau, & Lindstorm, 2012)。また、保護者が自己決定スキルの重

要性を確認することで、自己決定を促進するための家庭と学校との連携を促進できる(Carter, 

Lane et al., 2013)。家庭環境における自己決定の支援が十分でない現状に対して、子どもが

自己決定に関連する 8 つのスキルを習得することができれば、生活面と学習面でどのような

メリットがあるかに着目し、保護者がより深く自己決定スキルの重要性を認識することが示

唆される。一方、本研究の結果は、多くの保護者は自己決定スキルの重要度を高く評価した

が、自己決定の支援を十分に提供していないことが報告された。そこで、自己決定スキルの

重要度への認識は、自己決定の支援の提供に影響を与える唯一の要因ではないと考えられる。

先行研究により、子どもの自己決定力の向上に対する保護者の期待値は、自己決定の支援の

提供に影響している可能性があることが報告された(Doren et al., 2012; Joussemet, Landry, 

& Koestner, 2008)。これらのことから、今後の研究は、自己決定の支援の提供を促進するた

め、保護者の自己決定スキルの重要度への理解を高めるとともに、自己決定の支援に影響す

るその他の重要な要因を調べる必要があると考えられる。 

 

3．本研究の独自性 

 本研究の独自性としては、以下の 2 点があると考える。第 1 に、障害のある子どもの自己

決定に関する先行研究は、教育環境の場面で教員の自己決定の指導力の専門性を向上させる

ことに焦点を絞ったため、自己決定に関する保護者の認識を検討する研究が少ない。本研究

では、保護者の子どもの自己決定スキルへの重要度、家庭環境での自己決定の支援の提供状

況と子どもの自己決定力への評価を求めた。第 2 に、欧米では自己決定を検討する研究が多



DOI: 10.20744/incleedu.12.0_46 

Journal of Inclusive Education, VOL.12 46-61 

 

 

 

57 

いが、日本では自己決定に関する研究が不足している。自己決定の重要視は、英欧の文化や

社会背景と関連する(Frankland, Turnbull, Wehmeyer, & Blackmountain, 2004)。欧米文化

は自己主張や自己実現などを強調する(Markus & Kitayama, 1991)。一方、日本文化は自己

価値を高揚することより、集団内の調和を維持することを重視している(村本・山口, 1997)。

多様な文化背景において、保護者は自己決定を重視しているかについての検討を行う必要が

ある。本研究では、日本の保護者は自己決定を重視していることが明らかになった。 

 

Ⅴ．今後の課題 

 

 本研究の限界と今後の課題を、以下に 3 点述べる。第 1 に、本調査は A 県を対象とした調

査であったため、全国の傾向を明らかにできないと考えられる。将来の研究は調査対象を拡

大し、一般化できる結果を追求する必要がある。第 2 に、子どもの自己決定力について、今

回は保護者からの評価を求めたが、子ども本人の自己評価と教員からの評価が求められなか

った。先行研究の結果により、子どもの自己決定力への評価について、教員、保護者と子ど

も本人の間に差があるため、今後、比較調査を実施し、差が生じる理由を検討する必要があ

ると考えられる。第 3 に、子どもの自己決定力を測るとき、AIR と Arc (Wehmeyer, 1995)と

いう二つの尺度がよく使われている。本研究では、AIR 自己決定尺度のみ利用したが、先行

研究により、同じ対象者に違う尺度を使うと、調査結果も変わることがあるため、将来の研

究は、AIR だけでなく、複数の尺度の調査結果を比較する必要がある。 
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